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事業実施に当たっての方針
　北海道開発については、現行の第 8期北海道総合開
発計画（平成28 年 3 月29 日閣議決定）において、「世
界の北海道」を目指し、北海道の強みである「食」と
「観光」を戦略的産業として位置付けており、食と観
光を担う「生産空間」の維持・発展に取り組んでいま
す。一方、近年の自然災害の激甚化・頻発化や地球温
暖化防止が重要な政策課題となっている中で、北海道
の豊かな自然や地域資源を活かしたグリーン社会の実
現を主導していくことが求められています。
　道路における具体的な取組としては、我が国の食料
供給基地としての持続的発展を目指すための、「食」
の輸送経路を支える物流ネットワークの充実、我が国
の観光先進国実現をリードするための、観光地や主要
な空港・港湾等への交通アクセスの円滑化、これらを
実現するため、高規格道路ネットワークの構築を推進
します。また、激甚化・頻発化する気象災害や切迫す
る大規模地震、インフラの老朽化の現状を踏まえ、道
路の防災対策、老朽化対策、交通安全対策や無電柱化
等、社会資本の戦略的な維持管理・更新を推進します。
さらには、インフラ改修による省エネルギー化やICT
を活用した施工の効率化など北海道における2050年
カーボンニュートラルに向けた取組によりゼロカーボ
ン北海道等を推進します。
　国内外の新たな観光需要を取り込むためには、高規
格道路ネットワークの構築に加えて、地域資源を活か
した多様な観光メニューのより一層の充実が必要で
す。このため、多様な機関との連携のもと、「シーニッ
クバイウェイ北海道」の推進、道の駅の整備等のドラ
イブ観光促進や、サイクルツーリズムの推進に取り組
みます。さらに、除雪機械の熟練オペレータの減少等、
除雪を取り巻く課題の解決のため、産学官民が連携し
たプラットフォーム「 」において、実証実
験などを踏まえ、除雪現場の省力化による生産性・安
全性向上の取組を推進します。

令和 4年度新規事業と道路調査の見通し
　令和 4 年度新規事業として、「帯広・広尾自動車道
大樹広尾道路（豊似～広尾）」と「日高自動車道　静
内三石道路（静内～東静内）」、「国道229号乙部防災（乙
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部町）」、「国道38号鎮橋架替（帯広市）」、「国道237号
湯の沢橋架替（占冠村）」の 5 事業に着手しました。
また、「概略ルート・構造の検討」を進める箇所として、
「北海道横断自動車道　女満別空港～網走」、「北海道
横断自動車道　蘭越～倶知安」に加え、新たに「北海
道横断自動車道　別保～尾幌」、「北海道縦貫自動車道
　中川～天塩」を追加し、事業化に向けて着実に手続
きを進めるとともに、「札幌駅周辺」については交通
拠点の事業化に向けて、「交通拠点の機能強化に関す
る事業計画の検討」を進めてまいります。

主要施策
1  　食料供給基地としての持続的発展及び世界水準の
観光地の形成を目指す地域社会の形成
⑴ 　広域分散型の地域構造を支える道路ネットワーク
の形成
　北海道内外の人流や物流の拡大、地域・拠点間の連
携を確保するため、高規格道路ネットワークの構築を
推進します。
⑵　渋滞対策の推進
　北海道渋滞対策協議会において特定されている主要
渋滞箇所（道内全167箇所）の解消に向けた検討・対
策を実施します。（令和 3年度末現在　解除候補箇所：
23箇所、対策中：56箇所、検討中：88箇所）
⑶　「道の駅」の日常生活や地域経営の拠点化
　「道の駅」制度が始まってから29年が経過しており、
全国各地に広がっています（全国1,194駅、道内127駅：
R4.3.31現在）。当初は「通過する道路利用者へのサー
ビス提供の場」としていましたが、現在は「地方創生・
観光を加速する拠点」として新たなステージに取り組
んでいます。

　地方部の「生産空間」を支える都市機能・生活機能
の維持・確保を図るため、日常的な生活サービス機能
を「道の駅」に集約するなど地域の拠点づくりを支援
していきます。また、「道の駅」の交通結節点化や防
災拠点化など、地域の拠点化に向けた多様な取組を推
進していきます。

⑷　ドライブ観光の推進
　コロナ禍における道内や国内の観光需要の早期回復
に向け、国内に類を見ない雄大な自然等を活かした「ド
ライブ観光」を推進します。
① 　地方部への周遊を促進するため、安全で快適なド
ライブを支える道路整備・道の駅整備や観光地案内、
道路情報提供の充実、公共交通との連携強化等に取
り組みます。また、インバウンド回復を見据え、多
言語による道路情報提供等を推進します。
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② 　インバウンド回復後に向けて外国人ドライブ観光
客の移動経路等のデータを「北海道ドライブ観光促
進プラットフォーム」で共有・活用し、道内地方部
への誘客等に向けた取組を推進します。
⑸　「シーニックバイウェイ北海道」の推進
　シーニックバイウェイ北海道は、みちをきっかけに
地域と行政が連携し、美しい景観づくり、活力ある地
域づくり、魅力ある観光空間づくりを行う取組です。
平成17年度より開始し、現在、13の指定ルートと 3つ
の候補ルートがあり約460団体が活動しています。
⑹　北海道におけるサイクルツーリズムの推進
　「北海道サイクルルート連携協議会」では、世界水
準のサイクルツーリズム環境の実現に向けて道内 8つ
のルートと連携し、安全で快適な自転車走行環境の改
善、サイクリストの受入環境の改善、情報発信及び地
域独自の取組など、官民一体となって推進します。

2 　強靱で持続可能な国土の形成
⑴　道路の防災・減災対策
　地震・津波による被害や社会的影響を最小限に抑え
るため、代替性確保のための高規格道路の整備や緊急
輸送道路上の橋梁の耐震補強、道路斜面や盛土等の防
災対策を推進します。
　また、｢防災・減災、国土強靱化のための 5 カ年加
速化対策｣（令和 2年12月閣議決定）を踏まえ、「防災・
減災、国土強靭化の取組を重点的かつ集中的に推進し
ます。
・ 　災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能を確
保するため、高規格道路のミッシングリンクの解消
及び高規格道路と代替機能を発揮する直轄道路との
ダブルネットワークの強化等を実施します。
・ 　橋梁や道路の流失、土砂災害、電柱倒壊等による
道路の通行止めのリスク解消や津波や洪水からの避
難場所確保のため、河川に隣接する道路構造物等の
流失防止対策や法面・盛土対策、無電柱化、高架区
間等を活用した避難施設の整備を実施します。

⑵ 　冬期災害に備えた対策の推進と災害発生時におけ
る取組
　冬期の安全・安心を確保するため、冬期災害に備え、
代替性確保のための高規格道路の整備、一般国道等の
現道における防雪対策、防災訓練や住民の意識啓発等
を推進します。また、災害発生時における取組として、
道路管理者間で連携した情報共有やSNSを活用した情
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報発信、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊：リエゾ
ン※1を含む）派遣による自治体支援に向けた情報収集
などを、円滑かつ迅速に、きめ細やかに実施します。
※1 　重大な災害の発生または発生のおそれがある場合に情報収集
等を目的として地方公共団体へ派遣する職員

⑶　道路施設の老朽化対策
　道路施設が有する機能を長期にわたって適切に確保
するため、各施設に応じた点検及び計画的・効率的な
維持管理を図り、適切な老朽化対策を推進します。

⑷　無電柱化の推進
　道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、
良好な景観の形成や観光振興の観点から、低コスト技
術を積極的に導入しつつ、無電柱化推進計画に基づき、
各道路管理者・関係事業者の連携の下、無電柱化を推
進します。
⑸　交通安全対策の推進
　事故データ、地域の声やビッグデータを活用した分
析により、事故の危険性が高い区間を抽出して重点的
な対策を実施する事故ゼロプラン※2を推進するととも
に、高規格道路の暫定 2車線区間については、正面衝
突事故対策としてワイヤロープの設置を計画的に推進
します。また、通学路や未就学児の移動経路において、
子供の安全な通行を確保するための取組について関係
機関と連携し推進します。
※2 　事故ゼロプラン：交通事故の危険性が高い区間である「事故
危険区間」の交通事故対策の取組

⑹ 　除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上に
関する取組（ ）
　人口減少や高齢化が進む中、除雪機械の熟練オペ
レータの高齢化や担い手不足など、除雪を取り巻く課
題を解決するため、準天頂衛生「みちびき」と「高精
度 3Ｄマップデータ」を活用した運転支援ガイダンス
や、投雪作業の自動化などの実証実験を行っています。
　機械操作の自働化により、 2名体制で行う除雪機械
の運転操作が 1名体制でも可能となり、除雪を取り巻
く課題に対応して除雪サービスを維持します。

★北海道新時代 #02★

1 (2014 2018 )


